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労働安全衛生法等の一部を改正する法律等の施行について 

 
労働安全衛生法等の一部を改正する法律（平成１７年法律第１０８号。以下「改正法」

という。）については、平成１７年１１月２日に、また、労働安全衛生法等の一部を改

正する法律の施行に伴う関係政令の整備及び経過措置に関する政令（平成１８年政令２

号）及び労働安全衛生規則等の一部を改正する省令（平成１８年厚生労働省令第１号）

が、平成１８年１月５日に、それぞれ公布され、別添１及び別添２のとおり厚生労働省

から都道府県知事等に通知されました。ついては、以下の事項について、周知徹底する

とともに、労働安全衛生対策に万全を期していただくようお願いします。 
なお、都道府県教育委員会及び都道府県私立学校主管課においては、域内の市町村教育

委員会及び所管の学校（専修学校・各種学校を含む）に対しても周知されるようお願い

します。 

                    
                  記 

 
１．長時間労働者への医師による面接指導の実施について 
  今回の労働安全衛生法の改正によって、全ての事業場（常時５０人未満の労働者         
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を使用する事業場は平成２０年４月から適用）において、事業者は、労働者の週４０

時間を超える労働が１月当たり１００時間を超え、かつ、疲労の蓄積が認められると

きは、労働者の申出を受けて、医師による面接指導を行わなければならないこととさ

れました。 
 また、長時間の労働（週４０時間を超える労働が１月当たり８０時間を超えた場合）

により疲労の蓄積が認められ、又は健康上の不安を有している労働者、事業場で定め

る基準に該当する労働者についても面接指導を実施する、又は面接指導に準ずる措置

を講じるよう努めなければならないこととされたところです。 
 各学校の設置者におかれては、常時５０人以上の教職員が働いている学校等におい

ては、産業医を活用する等の方法によって面接指導を実施すること、産業医を選任し

ていない学校等については、改正法の規定は平成２０年４月１日から適用されること

から、その間に、保健所等と連携して、面接指導を実施できるような体制を整えるこ

とについて指導していただくようお願いします。 
また、私立学校については、地域産業保健センターの活用も有効であることから、

十分に連携をとっていただくようお願いします。 
 なお、公立学校の教職員の教職員のメンタルヘルスの保持等については、平成１７

年１２月２８日付け１７初初企第２９号初等中等教育企画課長通知において各教育

委員会へ依頼しているところですが、国、私立学校においても以下の方策などにより、

所属の教職員のメンタルヘルスの保持等について一層取り組んでいただきますよう

お願いします。 
（１） 学校における会議や行事の見直し等による校務の効率化を図るとともに、 

一部の教職員に過重な負担がかからないように適正な校務分掌を整えること。 
（２） 日頃から、教職員が気軽に周囲に相談したり、情報交換したりすることがで  

きる職場境を作ること。特に管理職は、心の健康の重要性を十分認識し、親身 
になって教員の相談を受けるとともに、職場環境の改善に努めること。 

（３） 教職員が気軽に相談できる体制の整備や、心の不健康状態に陥った教職員の  
早期発見・早期治療に努めること。 

（４） 一般の教職員に対して、心の健康に関する意識啓発や、メンタルヘルス相談 
室等の相談窓口の設置について周知を図るなどの取組を推進すること。併せて、

管理職に対してメンタルヘルスに対処するための適切な研修を実施するよう

努めること。 

 
２．労働時間の適正な把握について 
労働時間の適正な把握については、平成１３年４月６日付け基発３３９号厚生働

省労働基準局長通知「労働時間の適正な把握のために使用者が講ずべき措置に関

する基準について」（平成１３年４月２７日付けで総務省自治行政局公務員部公

務員課長から各都道府県・指定都市に通知）において、具体的な方法等が示され

ているところですが、今後とも、各学校等における勤務時間の適正な把握に努め

ていただきますようお願いします。 
なお、基準として示されている主な内容は、以下のとおりです。 
（１） 使用者は、労働時間を適正に管理するため、労働者の労働日ごとに始業、             
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終業時刻を確認し、これを記録すること。 
（２） 使用者が、始業・終業時刻を確認し、記録する方法としては、原則とし  

て、次のいずれかの方法によること。 
ア 使用者が、自ら現認することにより、確認し、記録すること。 
イ タイムカード、ＩＣカード等の客観的な記録を基礎として確認し、記録  
すること。 

（３） 労働時間の記録に関する書類について、労働基準法第１０９条に基づき、

３年間保存すること。 
（４） 事業場において労務管理を行う部署の責任者は、当該事業場内における

労働時間の適正な把握等労働時間管理の適正化に関する事項を管理し、労働

時間管理上の問題点の把握及びその解消を図ること。 

 
３．労働安全衛生体制の整備について 

従来から、学校等における労働安全衛生管理体制については、各種会議等の場を

通じて 産業医の選任等を進めていただくようお願いしておりましたが、その重要性

にかんがみ、一層の整備を進めていただくようお願いします。 

 
４．労働安全衛生に係る教育について 

改正法の附帯決議第９号（別添３参照）において、「企業間競争の激化や働き方

の多様化が進む中で、労働者の協力・参加の下で行う事業者の自主的な安全衛生活

動の役割が一層重要となることを踏まえ、その促進に向け格別の配慮を行うととも

に、学校教育の場においても労働安全衛生の必要性について指導の徹底を図ること」

とされたことを踏まえ、各学校の設置者におかれては、働く人の健康の保持増進は、

職場の安全管理や健康管理と共に、心身両面にわたる総合的、積極的な対策の推進

が図られることで成り立つこと、さらに、この対策では、ストレスに対する気付き

への援助、リラクゼーションの指導などメンタルヘルスケアが重要視されているこ

と等について、各学校で適切な指導がなされるようお願いします。 
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１９ス学健第 ２２号 
平成１９年１２月６日 

 
各部道府県教育委員会教育長 

殿 
各指定都市教育委員会教育長 

 
 文部科学省初等中等教育局初等中等教育企画課長 

                    常 盤   豊 
文部科学省スポーツ・青少年局学校健康教育課長 

                    作 花 文 雄 
 
 

公立学校等における労働安全衛生管理体制の整備について(通知) 
 

文部科学省においては、毎年度、公立学校及び学校給食調理場（以下「公立学校等」

という。）を対象とした労働安全衛生法に基づく管理体制（以下「体制」という。）

の整備状況について調査を行い、各地方公共団体における体制の整備状況を把握する

とともに、その結果を周知しているところです。特に、平成１８年度の調査において

は、公立学校等における速やかな体制整備を図るため、従前の調査に加え、体制が整

備されていない事業場を所管する教育委員会を対象に、整備が進まない理由について

追跡調査を実施しました。 
本調査結果によれば、衛生管理者等の選任、衛生委員会等の設置のいずれに関して

も、未だ十分に整備されていない状況にあります。また、公立学校における面接指導

体制の整備状況については、常時５０人以上の教職員を使用する事業場のうち、約４

０％の事業場で面接指導体制が未整備となっています。体制整備が進まない理由とし

ては、事業者である教育委員会において、体制整備の必要性及び関係法令等について

の理解が不十分であることが考えられます。 
労働安全衛生法に基づく管理体制の整備は、教職員が意欲と使命感を持って教育活

動に専念できる適切な労働環境の確保に資するものであり、ひいては、学校教育全体

の質の向上に寄与する観点から重要なものです。 
さらに、平成２０年４月より、常時５０人未満の労働者を使用する事業場も含め、

すべての事業場に面接指導等が義務付けられることとなっており、これまで当該規定

の適用対象とされていなかった学校においても、面接指導が実施できるような体制の

整備を速やかに行う必要があります。 
つきましては、「労働安全衛生法等の一部を改正する法律等の施行について」(平成
１８年４月３日付け１８ス学健第１号通知)及び別添の調査結果等を踏まえ、速やかに
所要の措置を講ずるとともに、学校及び学校給食調理場における労働安全衛生対策に

万全を期していただくようお願いします。 
なお、このことについては、都道府県教育委員会においては、域内の市町村教育委

員会に対しても周知されるようお願いします。 
 
             (本件担当) 
              文部科学省スポーツ・青少年局 
               学校健康教育課 企画・健康教育係 
               TEL:０３－６７３４－２６９５ 
               FAX:０３－６７３４－３７９４  

E-mail:gakkoken@mcxt.go.jp 
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